
移住支援金適合チェック表（テレワーク）

□はすべて，〇はどちらか

(ア)　転入の日前１年間において，連続して東京２３区に住所を有していること

(イ)　転入の日前１年３月間において，連続して１年以上，東京２３区へ通勤・通学※しており，かつ，その期
　間の初日から転入の日の前日までの間において，東京圏以外の区域に住所を有していないこと

(ウ)　転入の日前１年間において，東京２３区に住所を有した期間又は東京２３区へ通勤・通学※した期間
　以外の期間がないこと

※　通勤：被用者としての通勤の場合にあっては，雇用保険の被保険者としての通勤に限る。

※　通学：東京２３区の大学等（大学・大学院・短期大学・専門職大学・高等専門学校・専門学校）を卒業後に東京
　　　　　　 ２３区の企業に就職した者について，通学期間を算入できる。

(ア)　日本国籍を有する者であること

(イ)　外国人であって永住者，日本人の配偶者等，永住者の配偶者等，定住者又は特別定住者のいず
　　れかの在留資格を有すること
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（４）２人以上の世帯として移住支援金の交付を受けようとする場合は，申請者以外の世帯員について，次に掲げ
　る要件のすべてを満たしていること

ウ　法人の代表者若しくは役員等又は個人事業主としての就労でないこと

イ　転入後の住所を生活の本拠とし，転入の前からの事業主の業務に引き続き従事するものであること
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ア　事業主からの命令，指示等によるものでなく，自己の意思によりテレワークによる就労を開始したもので
　あること

エ　テレワークによる就労の開始に当たり，事業主から地方創生テレワーク交付金を活用した転居費用その
　他の援助を受けていないこと

移住支援金の申請にあたっては，次のすべての要件を満たすこと

カ　次のいずれかに該当すること

オ　転入の日が令和３年４月１日以降であること

ウ　倉敷市税の滞納がないこと
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ア　移住支援金の申請のあった日（以下「申請日」という。）から５年以上継続して本市に居住する意思をも
　って転入する者であること
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ア　転入する直前１０年間に通算して５年以上，「東京２３区に居住」または「東京圏（条件不利地域を除く）に居住
　し，東京２３区に通勤・通学※」
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エ　倉敷市テレワーク移住支援補助金や本市又は他の団体から同種の支援金等の交付を受けていないこと

イ　次のいずれかに該当すること
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（５）申請は，転入の日から３か月以降，１年以内である

（１）次のすべてに該当すること

（２）次のアからカまでのすべてに該当すること

イ　暴力団等の反社会的勢力の構成員又は反社会的勢力と関係を有する者でないこと

ウ　倉敷市税の滞納がないこと

ア　転入日の直前までの住所において申請者と同一世帯に属しており，かつ，申請日においても申請者と
　同一世帯に属していること

エ　倉敷市テレワーク移住支援補助金や本市又は他の団体から同種の支援金等の交付を受けていないこと

オ　申請日において，転入した日から３か月が経過し，かつ，１年が経過していないこと

（３）次のアからクまでのすべてに該当すること

ク　勤務先へ行く頻度が月の半分を超えない

キ　通勤手当をもらっていない　（※通勤手当を受給している場合，対象外となる可能性があります）

カ　事業主の代表者又はその役員が暴力団等の反社会的勢力の構成員又は反社会的勢力と関係を有す
　る者でないこと

オ　事業主が風営法に基づく風俗営業者でないこと

イ　暴力団等の反社会的勢力の構成員又は反社会的勢力と関係を有する者でないこと


